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第1章 
 
 
 

自己紹介、会社紹介 

3 脱炭素化支援株式会社 



自己紹介 

＜氏名・経歴＞ 
 松島康浩（まつしまやすひろ）  
 1973年生まれ。エネルギー問題・地球温暖化問題に関心があり、 

 エネルギー設備メーカー、ESCO事業者等に勤務。 

 2010年5月に低炭素化支援株式会社を設立、代表取締役に就任。 

 2018年7月に脱炭素化支援株式会社に社名変更。 

 企業の省エネ・CO2削減・エネルギーコスト削減に貢献している。  
 

＜所有資格＞ 
 エネルギー管理士（熱・電気）、建築設備士 
 

＜公職＞ 
 一般財団法人省エネルギーセンター エネルギー使用合理化専門員 

 一般社団法人全国エネルギー管理士連盟 専務理事 
 

＜所属＞  
 脱炭素化支援株式会社 
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33 出典：経済産業省HP 

執行団体：一般社団法人環境共創イニシアチブ（SII） 大日本印刷株式会社（DNP） 他  

公募期間：2022年3月3日（木）～4月5日（火）  交付決定：2022年5月下旬予定 

令和3年度補正予算（経済産業省） 
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脱炭素化支援株式会社 



34 出典：環境共創イニシアチブHP 

令和3年度補正予算省エネ補助金 

脱炭素化支援株式会社 



35 出典：環境共創イニシアチブHP 

令和3年度補正予算省エネ補助金 

脱炭素化支援株式会社 



36 出典：環境共創イニシアチブHP 

令和3年度補正予算省エネ補助金 

脱炭素化支援株式会社 
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令和3年度補正予算（経済産業省） 
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出典：経済産業省HP 

執行団体：一般社団法人都市ガス振興センター  

公募期間：2022年3月9日（水）～4月22日（金）  交付決定：2022年6月上旬予定                                                                                                     

脱炭素化支援株式会社 



38 出典：環境省HP 

執行団体：一般財団法人環境イノベーション情報機構（EIC）  

公募期間：2022年3月25（金）～4月22日（金）  採択：2022年5月   

令和3年度補正予算（環境省） 
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脱炭素化支援株式会社 



39 出典：環境省HP 

執行団体：一般社団法人静岡県環境資源協会（SERA） 1次公募：2022年3月17日（木）～4月19日（火）  
採択発表：2022年5月中旬    2次公募：5月中旬～6月中旬  3次公募：7月上旬～8月上旬 

令和3年度補正予算（環境省） 
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脱炭素化支援株式会社 

大企業も対象 



40 出典：環境省HP 脱炭素化支援株式会社 

令和3年度補正予算（環境省） 
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41 出典：環境省HP 脱炭素化支援株式会社 

執行団体：一般財団法人環境イノベーション情報機構  1次公募：2022年3月31日（木）～5月9日（月）正午  
採択発表：2022年7月上旬   2次公募：5月16日（月）～6月15日（水）正午予定、 3次公募も予定   

6.3万円/kWh 



42 出典：環境省HP 脱炭素化支援株式会社 

執行団体：一般財団法人環境技術普及促進協会  1次公募：2022年3月18日（金）～4月28日（水）午後5時  
採択発表：2022年6月下旬   2次公募：5月9日（月）～5月31日（火）午後5時、 3次、4次公募も予定   



43 出典：環境省HP 脱炭素化支援株式会社 

執行団体：一般社団法人地域循環共生社会連携協会  

公募期間：2022年3月25日（金）10時～予算終了まで受付    

令和3年度補正予算（環境省） 
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44 出典：経済産業省HP 

令和4年度執行団体：一般社団法人環境共創イニシアチブ（SII） 大日本印刷株式会社（DNP） 他   

令和3年度公募期間：2021年5月26日～6月30日  交付決定：2022年8月31日 

令和4年度予算（経済産業省） 
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脱炭素化支援株式会社 



45 出典：資源エネルギー庁HP 脱炭素化支援株式会社 



46 出典：資源エネルギー庁HP 脱炭素化支援株式会社 



47 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

【新規採択分予算】 
 25,202,428千円－14,234,845千円（過去の複数年度継続事業分） 
 －2,520,242千円（事務費10％推定） 
 ＝8,447,341千円（84億円）（推定） 

脱炭素化支援株式会社 



省エネ補助金予算推移 

48 脱炭素化支援株式会社 



49 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



50 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



51 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



52 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



53 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



54 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



55 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



56 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 



57 出典：資源エネルギー庁HP 

令和4年度 
先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 

脱炭素化支援株式会社 
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令和4年度予算（経済産業省） 

停
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出典：経済産業省HP 

令和3年度執行団体：一般社団法人都市ガス振興センター    

令和3年度公募期間：2021年4月19日～5月31日     交付決定：2021年7月7日 （2～4次公募有り）                                                                                                
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脱炭素化支援株式会社 



59 出典：環境省HP 

令和3年度執行団体：一般社団法人温室効果ガス審査協会（GAJ）  

令和3年度公募期間：2021年5月28日～6月29日（1次公募） 2021年9月1日～9月30日（2次公募） 

令和4年度予算（環境省） 
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脱炭素化支援株式会社 



60 出典：環境省HP 

令和4年度予算（環境省） 
令和3年度執行団体：一般社団法人静岡県環境資源協会（SERA）  

令和3年度公募期間：2021年6月3日～7月26日  交付決定：8月下旬 
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予算：55億円の内数 

脱炭素化支援株式会社 



61 出典：環境省HP 

令和3年度執行団体：一般財団法人日本冷媒・環境保全機構（JRECO）  

令和3年度公募期間：2021年4月12日～5月17日（1次公募）、（2～4次公募あり） 

令和4年度予算（環境省） 
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62 出典：環境省HP 脱炭素化支援株式会社 

執行団体：一般財団法人環境イノベーション情報機構（（推定） 
公募期間：不明  

令和4年度補正予算（環境省） 
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63 出典：建築研究所HP 

令和3年度執行団体：既存建築物省エネ化推進事業評価事務局 

令和3年度公募期間：2021年4月19日～5月26日（1次公募）、（2、3次公募有） 

令和4年度予算（国土交通省） 
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脱炭素化支援株式会社 
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     省エネ補助金・再エネ補助金の活用方法 
 

64 脱炭素化支援株式会社 



65 

省エネ補助金 指定設備導入事業 【採択結果】 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 



66 

省エネ補助金 指定設備導入事業 【採択結果】 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 



67 

省エネ補助金 指定設備導入事業 【採択結果】 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 
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省エネ補助金審査基準 
（指定設備導入事業） （推定） 

【審査項目】 

1.事業の確実性、継続性 （直近1期分の決算書の審査） 

【評価項目】 

１．計画省エネルギー量 
２．計画省エネルギー率 
３．経費当たり計画省エネルギー量 
  （補助対象経費１千万円当たりの 
   計画省エネルギー量） 

 脱炭素化支援株式会社 
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【評価項目（加点項目）】 

•中小企業等経営強化法第17条第1項に基づき 
 認定を受けた「経営力向上計画」に記載された事業 

 

• ベンチマーク改善に資することが認められる事業 
 ※企業体が大企業の場合は除く 

 

• 中小企業者等の省エネルギー事業 

 

• 設備更新に当たりエネルギー転換 
 （化石燃料から電気）を行う事業 

省エネ補助金審査基準 
（指定設備導入事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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【評価項目（加点項目）】 

２０１８年度以降に省エネルギー診断を受けた 
省エネルギー事業 

※ 以下のいずれかの事業における省エネルギー診断を 
  受診した事業所の場合を評価対象とする。 

○「無料省エネ診断等事業及び診断結果等情報提供事業」 

○「エネルギー利用最適化診断事業及び情報提供事業」 

○「省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」 

○「地域プラットフォーム構築事業」 

○「平成２９年度補正予算省エネルギー設備の導入・運用 
  改善による中小企業等の生産性革命促進事業」 

省エネ補助金審査基準 
（指定設備導入事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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【採択方法】 

採択事業者の決定に当たっては、評価項目に従って設備 
区分毎に相対評価を行い、外部審査委員会の評価を 
踏まえ、全設備区分を統合した上で、上位者から予算の 
範囲内で採択を行う。 

なお、交付申請額の合計額が予算額を超える場合は、 
公募予算額の範囲でなるべく多くの事業者、事業分野を 
採択する観点から、事業者、類似案件の絞込みを行う 
ことがある。 

 

省エネ補助金審査基準 
（指定設備導入事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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採択されるための留意点と対策方法 
（指定設備導入事業） 

１．直近1期分の財務状況の確認する。 
  （債務超過時はリース会社との共同申請が必須条件） 

２．省エネ率、省エネ量を高める 
  →令和3年度採択者平均の省エネ率・省エネ量を 
    超える事を目標にする 
    （事業所全体に対してではなく、既設設備に対して 
     の省エネ率） 
      
３．年間稼働時間が長い設備を申請する。 
  （省エネ量が多くなるため採択可能性が高まる）  
 
  

脱炭素化支援株式会社 
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４．より能力・生産性が高く、定格消費電力が少ない 
  機種を選定する。 
  （省エネ率が高く、省エネ量が多くなるため採択の 
   可能性が高まる） 

５．更新する既設台数を2台に増やして申請する。 
  （省エネ量が増えるため採択の可能性が高まる） 
 
６．複数の設備区分での申請は、審査上評価が良くなる 
  とは限らないので要注意する。 
  （複数の設備区分の平均点での評価であるため） 

採択されるための留意点と対策方法 
（指定設備導入事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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７．政策的意義の加点要素を追加対策をして申請する。 
 → ・「経営力向上計画」を新規申請・変更申請する。 
   ・過去に省エネルギー診断を受診したことがあるか 
   を社内に確認する。受診したことがなければ 
   新たに省エネルギー診断を受診する。 

８．「指定計算」と「独自計算」の2種類の計算方法で 
  省エネ量、省エネ率を試算し、数値の良い方の 
  計算方法で申請を行う。 
  （独自計算の方が数値が良い事が多い） 
 
 

 

採択されるための留意点と対策方法 
（指定設備導入事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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省エネ補助金 オーダーメイド型 【採択結果】 

出典：環境共創イニシアチブHP 

10件 
38件 
15件 

脱炭素化支援株式会社 



76 

省エネ補助金 オーダーメイド型 【採択結果】 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 



77 出典：環境共創イニシアチブHP 

省エネ補助金の採択結果 
平成29年度補正革命促進 

申請1,793件、採択1,693件 

平成27年度補正革命投資 

申請不明、採択8,636件 

平成31年度省電力補助金 

申請2,962件、採択2,020件 

令和元年度補正生産設備 

申請543 件、採択339件 

脱炭素化支援株式会社 



省エネ補助金採択結果推移 

78 脱炭素化支援株式会社 
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省エネ補助金の採択結果 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 
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省エネ補助金の採択結果 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 
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省エネ補助金の実績省エネルギー効果 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 



82 

省エネ補助金の実績省エネルギー効果 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 
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省エネ補助金の実績省エネルギー効果 

出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 



84 

【審査項目】 

1.事業の確実性、継続性 （直近1期分の決算書の審査） 

【評価項目】 

１．計画省エネルギー量 
２．計画省エネルギー率 
３．経費当たり計画省エネルギー量 
  （補助対象経費１千万円当たりの計画 
   省エネルギー量） 

省エネ補助金審査基準 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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【評価項目（加点項目）】 

•中小企業等経営強化法第17条第１項に基づき 
 認定を受けた「経営力向上計画」に記載された 
 省エネルギー設備導入事業 

•年間エネルギー使用量が１,５００ｋｌ未満の事業所で 
 あって「中小企業者に該当しない会社法上の会社（株式 
 会社、合名会社、合資会社、合同会社、有限会社） 
 （みなし大企業を含む）」以外の者が実施する、中長期 
 計画書の実効性を高めるための省エネルギー事業 

• 売上高に対するエネルギーコストの割合が１０％以上 

 のエネルギー集約型企業の省エネルギー事業 

省エネ補助金審査基準 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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【評価項目（加点項目）】 

• ベンチマーク改善に資することが認められる事業 
 ※企業体が大企業の場合は除く 

• 省エネ法定期報告書（2019年度・2020年度提出分）に 
 基づく事業者クラス分け評価制度において、2年連続 
 で優良事業者（Ｓクラス）を取得した者が取り組む 
 省エネルギー事業 

•地域未来投資促進法の規定に基づき、承認された 
  地域経済牽引事業計画に記載された地域経済牽引 
  事業を行う実施場所における省エネルギー事業 

 

 

 

省エネ補助金審査基準 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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【評価項目（加点項目）】 

•エネルギー転換を行うことで、省エネルギーに寄与する 
 事業   

•先進性の高い省エネルギー技術・取組 

•中小企業者等の省エネルギー事業 

•公益財団法人全国中小企業振興機関協会の 
 『パートナーシップ構築宣言』登録企業の 

 省エネルギー事業 

省エネ補助金審査基準 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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【評価項目（加点項目）】 
• ２０１８年度以降に省エネルギー診断を受けた 
   省エネルギー事業 
   ※以下のいずれかの事業における省エネルギー診断 
        を受診した事業所の場合を評価対象と する。 
  ○「無料省エネ診断等事業及び診断結果等情報提供事業」  
  ○「エネルギー利用最適化診断事業及び情報提供事業」  
    ○「省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」  
    ○「地域プラットフォーム構築事業」  
    ○「平成２９年度補正予算省エネルギー設備の導入・ 
         運用改善による中小企業等の生産 性革命促進事業」  
 

省エネ補助金審査基準 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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【評価項目（加点項目）】 
• 特定事業者、特定連鎖化事業者、認定管理統括 
   事業者における令和３年定期報告書（令和２年度実績） 
   について、 資源エネルギー庁のホームページより 
   ダウンロードした定期報告書作成支援ツールから出力 
   されるxml形式のファイルにて、 令和３年８月２日までに 
   「省エネ法・温対法電子報告システム」又は「e-Gov」を 
   通じて所管の経済産業局へ提出した者  
• 複数事業者間の連携による省エネルギー事業   

省エネ補助金審査基準 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 



採択されるための留意点と対策方法 
（オーダーメイド型事業） 

90 

１．直近1期分の財務状況の確認 
 →債務超過の時はリース会社との共同申請必須 

２．省エネ率、省エネ量を高める（20%以上又は200kL以上） 
 →省エネ設備を追加 
   省エネ計算を精査（計算内容、安全率の設定） 

３．費用対効果の数値を高める（15kL/千万円以上） 
 →省エネ設備の事前相見積実施 
      費用対効果が良い省エネ設備を追加 
   費用対効果が良くない省エネ設備を除外 

脱炭素化支援株式会社 



91 

４．技術の先進性を詳細に記載する 
 →一般的な設備でも、メーカーのパンフレット等 
   に記載されている省エネに寄与する技術の記載を 
   漏れなく記載し、アピールする 

５．複数工場で一体的に省エネになる方法を検討する 
 →A工場で増エネでもB工場で大幅に省エネで 
   合計で省エネである事業 
   複数事業者間：「連携事業」として申請  
   同一事業者間：「工場・事業場間一体省エネルギー 
             事業」として申請 
 

 

採択されるための留意点と対策方法 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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６．設備更新後の生産量が増加し、かつエネルギー 
  消費量も増加する事業に該当するか確認する 
 →エネルギー消費原単位改善で申請する。 

７．政策的意義の加点要素を漏れなく申請する 
  更に追加対策をして申請する。 
 → 「経営力向上計画」を新規申請する。 
   中小企業は中長期計画書を作成し、提出する。 
    定期報告書をxml形式のファイルで提出する。 
   省エネルギー診断を受ける。 
   
      

採択されるための留意点と対策方法 
（オーダーメイド型事業） 

脱炭素化支援株式会社 
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全体スケジュール（省エネ補助金） 

出典：環境共創イニシアチブHP 

※参考：令和3年度 

脱炭素化支援株式会社 



省エネ補助金スケジュール推移 

94 脱炭素化支援株式会社 



省エネ補助金活用準備スケジュール 

95 

3月 4月 5月 6月 

省エネ補助金活用の目標と社内体制と社外体制を決
定 

現状設備の把握 

令和3年度の省エネ補助金の 
概要把握 

省エネ設備の選定 

省エネ量・省エネ率・費用対効果・ 
投資回収年数を計算 

申請する省エネ補助金の採択 
可能性の評価、選択 

省エネ設備の決定又は再選定 

省エネ補助金と省エネ設備の 
最終決定 

社内最終決裁取得 

仮の申請書を作成、添付資料の準備 

省エネ補助金申請書の作成、提出 

脱炭素化支援株式会社 



準備する資料 

1.事業前・事業後の設備の機器一覧表 
  （形式、能力、消費電力、台数、運転時間等） 
2.事業前・事業後の配置図（概略図で可） 
3.事業前・事業後の設備の仕様書（能力、消費電力） 
4.省エネ計算書（メーカー計算書等） 
5.参考見積書 
6.エネルギー供給会社発行のエネルギー使用量明細 
  （電気、都市ガス、LPG、灯油、A重油等、1年間分） 
7.会社案内・役員名簿・株主等一覧表 
8.会社の登記簿謄本（写し） 
9.決算書（1期分、 損益計算書、貸借対照表） 
10.建物の登記簿謄本（写し） 
 96 脱炭素化支援株式会社 



提出書類 

出典：環境共創イニシアチブHP 97 脱炭素化支援株式会社 



出典：環境共創イニシアチブHP 98 

提出書類 

脱炭素化支援株式会社 



出典：環境共創イニシアチブHP 99 

提出書類 

脱炭素化支援株式会社 



出典：環境共創イニシアチブHP 100 

提出書類 

脱炭素化支援株式会社 



出典：環境共創イニシアチブHP 101 

提出書類 

脱炭素化支援株式会社 



交付申請書ファイル作成要領 
（指定設備導入事業） 

102 102 出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 



交付申請書ファイル作成要領 
（オーダーメイド型事業） 

103 103 出典：環境共創イニシアチブHP 脱炭素化支援株式会社 



見積書作成のポイント 

①申請する設備に対して3つの販売会社を 
  選定し、見積書を取得する。 
  （指定設備導入事業は1つの販売会社のみでもよい） 
 
②出精値引、諸経費は記載しない 

③設備区分毎に見積書を作成する 

④支払い条件を原則「検収翌月末までに現金払い」 
  と記入 

⑤納期を明確に記入する事（3者の納期は同一とする事） 

104 脱炭素化支援株式会社 



見積書作成のポイント 

⑥見積有効期限を記入する事 
  （採択後の発注日が見積有効期限内になるように 
   見積有効期限を長めに設定する） 

⑦補助対象経費（設備費）と補助対象外経費 
  （設備費の一部、工事費等）を分けて記載 

⑧メーカー名、型番、単価、数量、単位を漏れなく正確に 
  記載 

⑨見積書作成会社の印付き（申請書の添付は写し） 

⑩件名を記載する（3者同一とする事） 

 
105 脱炭素化支援株式会社 



省エネ補助金申請書作成のポイント 

①公募開始前の準備が重要です。 
  （公募期間は1ヶ月しかありません） 
 
②省エネ設備の導入計画を正確に行う。 
  （採択後の訂正は難しいことから、台数、能力、 
  消費電力等は特に重要） 
 
③わかりやすい表現で記載し、難しい語句は注記を 
  記載する。（審査する方がわかる表現とする） 
 
④設計が伴う省エネ設備である事を強調して記載する。 
  （オーダーメイド型事業の時） 
 106 脱炭素化支援株式会社 



⑤補助金があるからこの事業を行う表現にする 
  （老朽更新とは記載しない） 

⑥達成可能な省エネ量を記載する。 
  （1年後等に結果報告があり、必達です） 
 
⑦公募締切日は絶対守る。 
  （執行団体への持参・提出は不可） 

⑧参考見積書では補助対象経費と補助対象外経費を 
  正確に分けて記載する。 
  （補助対象外の経費が混ざると後で訂正が煩雑 
  となる。補助対象経費は割り切れる数字が良い） 
 
 

省エネ補助金申請書作成のポイント 

107 脱炭素化支援株式会社 



⑨経費区分（設備費・工事費）を明確に分けて記載する。 
  （交付決定した経費配分の金額の変更には限度が 
  ある） 

⑩参考見積書には諸経費や出精値引きを記載しない。 
  （記載してしまうと設備費と工事費への按分が煩雑 
  となる） 

⑪記載方法に不明点がある時は執行団体へ問い 
  合わせをして、確認をする。 
  （公募要領・申請書作成の手引きを熟読後に問い 
   合わせする） 

省エネ補助金申請書作成のポイント 

108 脱炭素化支援株式会社 



【指定設備導入事業】 
・工場（金属製品） 
 
・省エネ内容：炭酸ガスレーザ加工機を 
         ファイバレーザ加工機へ更新 
 
・省エネ率：77.2％（既設設備に対して） 
 
・省エネ量：13.6kL 
 
・補助率：定額 
 
・省エネ補助金：3,600万円 

 

省エネ補助金活用事例 

109 脱炭素化支援株式会社 



【オーダーメイド型導入事業】 
・工場（印刷） 
 
・省エネ内容：印刷製品乾燥用紫外線ランプを 
         紫外線LEDに更新 
 
・省エネ率：18.4％（工場全体に対して） 
 
・省エネ量：53.5kL 
 
・補助率：1/2 
 
・省エネ補助金：約1,400万円 

110 脱炭素化支援株式会社 

省エネ補助金活用事例 
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お問い合わせ先 

 

脱炭素化支援株式会社                                          

              電話：052-684-4173 
                 E-mail ： info@teitannso.jp 

                    URL： https://www.teitannso.jp/ 
  

脱炭素化支援株式会社 

温暖化リスクを逆手にとり、 

企業の持続的発展を！ 


